別記第２号の２様式（第５条関係）
事　業　計　画　書【ＤＸ対応枠】
１　申請者概要
	企業名(団体名・屋号)
	

	法人番号（13桁）※１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	業種
	□ 製造業・その他の業種　　　　 □ 卸売業　　　　 □ 小売業　　　 　□ サービス業

	
	業種名：



	資本金・出資金
	従業員数（会員・構成員数）
	設立年月

	円
	人（社）
	年　　　　月



２　事業計画
	(1)事業名（テーマ）
※２　30文字以内
	

	(2)補助事業の目的
	

	(3)現状の課題
（ｴﾈﾙｷﾞｰ・原材料価格高騰の影響等を含め記載）
	①既存事業について
（事業内容及びエネルギー・原材料価格高騰の影響等を踏まえた現状）

	
	②上記①における課題、補助事業に取り組む背景や理由等
（ＤＸ対応の観点から記入）

	(4)事業内容
（取り組む内容を具体的に記載）
	①事業内容の概要（該当するものすべてに☑）
☐ＤＸに資する製品・サービスの開発 
☐デジタル技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善
☐その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	②(3)の課題を踏まえた「新たな」取組の概要
（ＤＸ対応の観点から、取組のポイント、当事業の実施により何をどのように変えるのか、既存事業との違いを明記。）

	
	☐ (4)①～②に記載した取組については、これまで実施していない新たな取組であることを誓約します。

	
	➂補助事業のために必要な経費と目的・使途等

	
	経費の内容※３
（購入・契約するもの等）
	目的・使途
（補助事業を実施する上で計画のどの取組に必要なのかを説明）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	☐ 補助事業により取得し、又は効用の増加した上記財産等は
補助事業以外の目的に使用しないことを誓約します。

	(5)補助事業の実施により期待される成果と事業目標等

※ＤＸ対応の観点から、競争力の向上や他社との差別化等、当事業による将来像を具体的に記入
	①(3)の課題に対する、補助事業により期待される成果、今後の展開等


	
	②補助事業の目標
（(5)①の成果における定量的な数値目標(※)等を記載）
(※) ＤＸ対応の観点からの数値目標を必ず記載すること

	目標売上推移
（単位：千円）
	R 年 月期
(直近) ※４
	R 年 月期
（１年目）
	R 年 月期
（２年目）
	R 年 月期
（３年目）
	R 年 月期
（４年目）
	R 年 月期
(５年目)

	
	
	
	
	
	
	

	補助事業の実施期間
	交付決定日　～　令和　　年　　月　　日

	実施スケジュール

※交付決定のあった年度の１月31日までに支払いを完了する必要があります。
	年月
	実施内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※１：法人の場合は、法人番号を記載してください。個人事業主は「なし」と明記してください。マイナンバー（個人番号（12桁）は記載しないでください。
※２：採択事業の「事業名（テーマ）※30文字以内」は公表します。
※３：第３号様式にて「補助対象経費」として計上する経費と一致させてください。
※４：法人は直近の損益計算書、個人事業主は直近の確定申告書又は所得税青色申告
決算書の売上を記載してください。
※５：事業計画書は原則２ページ以内とし、申請事業についてのみ記載してください。

